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Ⅷ．参考資料

Ⅷ－１　事業実施の手順
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Ⅷ－２　下水道に関する指標について

Ⅷ－２－１　社会資本整備重点計画

１．計画策定までの経緯
　省庁再編のメリットを活かし、社会資本整備を重点的、効率的かつ効果的に実施することを目的とし、
平成 15 年３月に「社会資本整備重点計画法」および「社会資本整備重点計画法の施行に伴う関係法律
の整備等に関する法律」の２法が成立、下水道整備緊急措置法が廃止され、関係する９本の事業分野別
長期計画を一本化し、「社会資本整備重点計画（第１次）」（平成 15～ 19 年度）が策定（平成 15 年 10
月 10 日閣議決定）された。
　社会資本整備重点計画（第１次）の計画期間は５箇年であり、平成 21年３月 31 日に第２次計画（計
画期間：平成 20 ～ 24 年度）、平成 24 年８月 31 日に第３次計画（計画期間：平成 24 ～ 28 年度）、平
成 27年９月 18 日に第４次計画（計画期間：平成 27～ 32 年度）が閣議決定された。

２．社会資本整備重点計画（第４次計画）の概要
　第３次重点計画は、平成 28 年度までを計画期間として推進されたが、計画が策定されて以降も社会
資本をめぐる状況は大きく変化している。第４次重点計画は、厳しい財政制約の下、社会資本の蓄積・
高度化の効果を最大限発揮するマネジメントの徹底により、直面する構造的課題を乗り越え、将来にわ
たって安全・安心で豊かな国民生活と活力ある社会経済活動が可能となるよう、策定されたものである。
　事業・施策に取り組むにあたり重点施策については、達成状況を定量的に測定するための指標を設定
している。

第４次社会資本整備重点計画における下水道に関する指標
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Ⅷ－２－２　九州ブロックにおける社会資本整備重点計画

　社会資本整備重点計画において新たに設定された重点目標と政策パッケージを戦略的に推進するた
め、各地方の特性に応じて重点的、効率的、効果的に整備するための計画として策定された。
　本計画で描く九州の将来の姿の実現に向けて５つの社会資本整備の基本戦略を掲げ、それに対応した
重点目標とプロジェクトを設定しており、その達成に向けて効果的かつ効率的な事業を推進する。

 

九州ブロックにおける社会資本整備重点計画での下水道に関する指標
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Ⅷ－２－３　国土地域強靱化計画

　東日本大震災を始め、全国各地で甚大な自然災害が発生しており、これまでの復旧・復興を中心とし
た「事後対策」ではなく、平常時からの「事前防災・減災」の重要性が認識されるようになった。この
ような中、国では平成 25 年 12 月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資
する国土強靱化基本法」が施行され、平成 26年６月に「国土強靱化基本計画」が閣議決定された。
　さらに取り組むべき具体的な個別施策等を示した国土強靱化アクションプランを策定し、プログラム
ごとの推進計画を策定・修正し進捗管理を行うこととしている。
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Ⅷ－２－４　福岡県地域強靱化計画

　福岡県では、平成 26 年６月に国で閣議決定された「国土強靱化基本計画」を踏まえ、いかなる自然
災害が発生しようとも、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な県土・地域・経済社会の構築
に向けた「県土の強靱化」を推進するため、平成 28年３月に「福岡県地域強靱化計画」を策定した。
　福岡県地域強靱化計画にて示された施策の実施推進にあたり、定量的に把握出来るよう、具体的な数
値目標として重要業績指標（KPI）を設定している。

国土強靱化アクションプラン2018における下水道に関する重要業績指数（KPI）

福岡県地域強靱化計画における下水道に関する重要業績指数（KPI）
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Ⅷ－３　県内市町の下水道料金制度（令和元年12月末現在）
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遠賀町　れんげの花
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Ⅷ－５　水質保全に係る法体系

　下水道は、生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図るための必要不可欠な基幹的都市施設であ
る。下水道の設置、管理等の根拠となる下水道法は、環境基本法をはじめとする公害関係諸法との整合
性を保ちつつ、公共用水域の水質保全を図るため、所要の事項について規制しており、公害法の体系に
おいては、水質汚濁対策法としても位置づけられる。
　下水道法第１条には、下水道法の究極目的のひとつとして「公共用水域の水質保全に資すること」と
定められている。

（１）水質保全に係る法体系図
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（２）水質汚濁に係る環境基準（S46.12.28環境庁告示第59号）
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（３）水質汚濁防止法による排水規制
　水質汚濁防止法では、人の健康や生活環境に被害を生ずる恐れのある物質等、一定の要件を備える汚
水又は廃液を排出する施設を「特定施設」として指定し、この施設を有する工場事業場から公共用水域
に排出される水について全国一律の排水基準を定め、規制を行っている。
　しかし、一律排水基準では水質汚濁防止上不充分と考えられる水域については、条例でより厳しい排
水基準を設定している場合もある。（県内の例：瀬戸内海水域、大牟田水域、博多湾水域、遠賀川・筑後川・
矢部川水域、筑前海水域）
　この法律は、公共用水域における水質保全の法規制であるが、下水道との関連においていえば、以下
のことが重要である。

１）終末処理場が設置されている公共下水道及び流域下水道（その流域下水道に接続する公共下水道
を含む）は、公共用水域から除外されていること。（注）

２）下水道終末処理施設は、特定施設とされていること。

（注）　ただし、下水道処理区域内にある工場事業場等で、公共下水道を使用する場合は、下水道法に
よりその排出水に対して規制を受けることになる。（下水排除基準）

遠賀町　サケ放流会

苅田町　アサギマダラ

古賀市　ほたるの住む里

柳川市　ベンチョコ

福津市　子ガメ　つやざき

小竹町　さけの稚魚放流
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表Ⅷ－10　公共用水域に排出される水質の排水基準（全国一律基準）
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（４）下水道法による放流水の水質基準及び下水排除基準
　下水道が公共用水域の水質保全に資するためには、下水道から河川その他の公共用　　水域へ放流さ
れる水の水質管理を適正に行う必要がある。このため、下水道法では、公共下水道及び流域下水道から、
河川その他公共用水域に放流される水の水質の基準を定めている。
　また、カドミウム、シアン等の物質を含む下水はそもそも終末処理場で処理することが困難であり、
ＢＯＤ、ＳＳ等の項目についても、汚濁の程度の著しい下水は終末処理場で処理することは困難である。
したがって、下水道からの放流水の水質を基準に適合させるためには、このような下水は工場等個々の
発生源で事前に処理した上で、下水道に排除させることが必要である。このほか管渠を腐食する恐れの
ある下水等、下水道の施設の機能を妨げたり、施設を損傷したりする恐れのある下水についても、個々
の発生源での事前処理を徹底することが必要である。このため、下水道法及び市町村の下水道条例によ
り、下水道へ排除するための水質基準が定められており、この基準に満たない下水（水洗便所から排除
される汚水は除く）を排除するものには除害施設の設置等が義務づけられている。

 

 

 

表Ⅷ－11　放流水質の技術上の基準（下水道法第８条関係）

表Ⅷ－12　計画放流水質（下水道法第７条関係）
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図Ⅷ－１　下水道法における水質規制
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図Ⅷ－２　下水排除基準
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表Ⅷ－10　下水排除基準一覧表
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Ⅷ－６　河川・海域別水質経年変化

（１）河川別水質経年変化
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福津市　津屋崎祇園山笠

中間市　川と子供達

大川市　大内小学校環境学習への下水道職員講義

遠賀町　サケ放流会
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（２）公共用水域水質測定結果の概要
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Ⅷ－７　下水道事業執行体制
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